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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

  

 

 

日銀は１０月の国内企業物価指数（２０１５年＝１００）

は前年同月比８．０％上昇の１０７．８だったと発表した。

上昇率は第２次石油危機の影響のあった１９８１年１月

（８．６％上昇）以来、４０年９か月ぶり高さとなった。

原油高や円安進行が背景にあり、発表されている７４４品

目中、４３７品目が上昇している。とくに、品目別では、

木材・木製品が５７．０％、石油・石炭製品が４４．５％、

非鉄金属が３１．４％、それぞれ上昇している。 

 

 

 

 

内閣府は全国の景気ウォッチャー調査で街角の景気実感

を示す現状判断指数が前月比１３．４ポイント上昇の５５．

５となったと発表した。２０１４年１月以来、７年９か月

ぶりの高水準となった背景には、新型コロナウイルスによ

る感染者数が減少し、小売りや飲食分野での客足回復に期

待感が高まったことが挙げられている。内閣府では「新型

コロナ感染症の影響は残るものの、緩やかに持ち直してい

る」として、２か月連続で判断を引き上げた。 

 

 

 

 

総務省の労働力調査によると、求職しているものの１年

以上仕事が見つからない長期失業者は７～９月期に６６万

人おり、前年同期より１８万人増えていることが明らかに

なった。４～６月期の７２万人より減少しているものの高

止まりしている。また、厚生労働省が全国の労働局やハロ

ーワークを通じて解雇・雇止めの状況を集計したところ、

昨年２月から今年１１月９日時点までで１２万９９人に上

った。業種別にみると、製造業が最多の２万７９００人で、

小売業、飲食業、宿泊業はそれぞれ１万人で続いている。 

 

 

 

 

厚生労働省の発表によると、２０１９年度に全国の医療

機関に支払われた医療費の総額は４４兆３８９５億円だっ

たことが明らかになった。前年度比２．３％増になり、過

去最高を更新した。国民１人当たりに換算すると、３５万

１８００円となる。国民医療費が国民所得に占める割合は

１１．０６％だった。年代別にみると６５歳以上の高齢者

が２７兆６２９億円で、全体の６１．０％を占めていた。

診療種類別にみると、医科診療が全体の７２％を占める３

１兆９５８３億円で、薬局調剤は７兆８４１１億円、歯科

が３兆１５０億円だった。 

 

 

 

 

国立がんセンターの発表によると、２００５～０８年に

「がん」と診断された人の１０年後の生存率は５８．９％

だったことが分かった。前回調査（２００４～０７年）よ

り０．６ポイント上昇するとともに、２０１１～１３年に

診断された５年生存率は６８．９％で前回調査より０．３

ポイント上昇し、生存率は微増傾向にある。部位別にみる

と、１０年生存率は「膵臓がん」が６．６％、「肝臓がん」

が１７．６％と低く、「前立腺がん」（９９．２％）、「乳が

ん」（８７．５％）は高かった。 

 

 

 

 

全国さんま棒受網漁業協同組合の発表によると、今年１

０月末時点での全国のサンマ漁獲量は９４４０万トンにと

どまり、過去最低だったことが明らかになった。これまで

最低だった昨年同期の１万２９１３トンに比べ２７％減の

水揚げにとどまっている。同組合では、大幅な減少となっ

たことについて「主な漁場が昨年より遠いことに加え、し

けが続き思うように漁ができていない」ことを挙げたうえ

で、「このままでは漁期を通じて過去最低だった昨年を下回

る」との見方を示している。 

 

 

 

 

消費者庁が全国の男女を対象にした意識調査で、まだ食

べられる食品を廃棄する「食品ロス」を削減する取り組み

を尋ねたところ〈複数回答〉、最多は「残さずに食べる」（６

９．５％）だった。次いで、「冷凍保存を活用する」（４６．

４％）、「賞味期限を過ぎた食品でも食べられるかどうか判

断する」（４４．１％）、「料理を作り過ぎない」（４１．７％）、

「日頃から冷蔵庫の食材の種類、量、期限表示を確認する」

（２７．６％）が続いた。ちなみに、「食品ロス」問題を知

っている人は７９．４％に上っていた。 

 

 

 

 

国立がん研究センターなどの研究グループは日本を含む

東アジア４カ国を対象にした研究で、７時間睡眠の人は男

女ともに死亡リスクが低いと発表した。４カ国の男女３２

万人余を対象に、睡眠な時間と死亡との関連を解析。両者

の関係を及ぼす因子を探った研究で、睡眠時間が７時間の

場合、男女とも死亡リスクは最も低かった。それより短く

ても長くてもリスクが上昇する相関がみられた。また、６

５歳以上と未満に分類し解析したところ、男性は睡眠時間

と死亡との関連に影響していたが、女性は影響しなかった。 

がん１０年生存率、５８．９％に上昇 企業物価、約４０年ぶりの上昇率に 

１０月末、サンマ漁獲量は過去最低 

 

コロナ禍での長期失業者は１８万人増 

街角景気、７年９か月ぶりの高水準 

食品ロス削減策、７割が「残さず食べる」 

７時間睡眠、男女とも死亡リスクは低い 

２０１９年度医療費、過去最高を更新 


